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１．はじめに 

インターネットを通じて膨大な情報にアクセスすることが可能になっているが、IoT デ

バイスやセンサーによるモノに関する情報がこれに加わり、データ量は日々増大している。

機械学習を中心とした人工知能（AI）技術はこのデータを活用するための「頭脳」に相当

するものであり、インターネット広告や電子商取引の他、工場や生産現場、自動運転、ホ

ームエレクトロニクス、金融取引や人事システムなど様々な分野で活用が進み、汎用技術

としての情報技術の適用範囲の拡大に貢献している。このように人・モノから得られる膨

大なデータの蓄積とそれを活用するための技術（AI）の進展によってイノベーション（IoT

アプリケーション）が急速に広がっている（元橋、2020）。 

このようにビックデータを基軸としたイノベーションの可能性が広がる中で、大量のイ

ンターネット情報や顧客データをベースにビジネスを拡大するインターネットプラットフ

ォーマーが台頭してきている。GAFA（Google、Apple、Facebook、Amazon）と呼ばれる米

国企業の時価総額は数十兆円レベルに膨れ上がっており、世界の時価総額ランキングのベ

スト 10 に名を連ねている。規模だけでなく、その成長スピードもすさまじい。 

GAFA や BAT（Baidu、Alibaba、Tencent）は膨大や検索エンジン、SNS 上の個人情報や

顧客の購買履歴情報をベースとしたインターネット関連ビジネスで成長をしてきたが、IoT

センサーやそのアプリケーションの導入が進むことで、ビッグデータによるプラットフォ

ームビジネスは多様な業種に広がってきている。製造業においては、設計や開発といった

生産の前段階（Before Production）、量産化プロセス（Mass Production）及び製品サービスと

いった生産の後段階（After Production）のすべてにおいてビッグデータ活用が進んでいる

（元橋、2016）。例えばコマツは同社の建設機械の稼働状況に関するデータをグローバルに

収集し、半自動運転機能などの付加価値サービスに活用している。自動車業界はデジタル

技術を活用した CASE（Connect、Autonomous、Share、Electric）の波に晒されている。特に

自動運転（Autonomous）の分野では、Google や Baidu といったインターネットプラットフ

ォーマーの参入も見られ、業界内で閉じていた競争構造の変革が進んでいる。 

経済のデジタル化、特に近年では AI・IoT・ビッグデータによる新しい情報技術の進展

が進む中でプラットフォームビジネスの台頭が見られるが、その急速な成長は電子商取引

やインターネット広告を中心とした B2C ビジネスに支えられている。一方で、コマツが展



- 2 - 

開しているスマートコンストラクションは建設業界を対象としたものであり、また自動運

転はモビリティに関する技術である。果たして、業界ごとのドメイン知識やノウハウが重

要となる B2B ビジネスにおいてインターネットプラットフォーマーの参入は既存プレイ

ヤーを駆逐する破壊的イノベーションになるのであろうか？このようにデジタル化が日本

企業の強みとされるモノづくり競争力に対してどのような影響を及ぼすのかは必ずしも明

らかになっていない。 

本稿ではプラットフォーム理論をベースに、B2B ビジネスにおけるプラットフォームの

機能を役割と、デジタル化の更なる進展と既存の製造業の変革の方向性について検討する

こととする。プラットフォーム理論については、プラットフォームを複数のグループ間の

取引を媒介するものとして捉え、そこに生じるネットワーク外部性や市場競争に関する分

析を行う経済学的アプローチと技術プラットフォームを製品設計においてモジュラーイノ

ベーションを促進するための技術デザインとして捉える工学的アプローチが存在する

(Gawer、2014)。また、経営学的には工学的アプローチにおけるモジュール間の補完的関係

に着目したエコシステムに関する理論的な研究が進んでいる（Jacobides et. al、2018）。 

ここでは、これらの様々な方面からのプラットフォームに関する理路的研究をベースに、

①B2Cインターネットプラットフォーマーは既存製造業の産業構造の破壊的イノベーター

となりうるのか、及び②製造業のデジタルサービタイゼーション（例えば、自動車産業か

らモビリティサービスへの転換）に見られる構造変化に対して既存企業はどのような戦略

を取るべきか、の２点について述べる。 

 

２．プラットフォームとネットワーク効果の類型 

経済学的アプローチによるプラットフォームは、図１のように生産者と消費者の取引を

仲介する経営資源として定義される（van Alstyne et. al、2016）。iOS やアンドロイドといっ

たスマートフォン用 OS の事例で説明すると、プラットフォームの所有者は Apple（iOS）

や Google（アンドロイド）であり、生産者は OS 上で起動するアプリ業者、消費者はスマ

ートフォンの一般ユーザーとなる。また、自動車産業においては、トヨタ自動車のような

メーカーが部品メーカー（生産者）と自動車を利用する一般ユーザーの間のプラットフォ

ーム機能を担っているということもできる。ただし、生産者とプラットフォーム所有者の

関係として、スマートフォン用 OS の事例では生産者（アプリ開発者）が基本的にプラッ

トフォームを通じてサービスを提供できるのに対して（Permissionless Innovation）（Cerf、

2012）、自動車産業の事例においては、生産者（部品メーカー）がその製品設計に関して自

動車メーカーの管理下に置かれている点で両者は大きく異なる。従って、プラットフォー

ムモデルとは生産者サイドにある程度の自由度が存在する場合を指し、後者の典型的なサ

プライチェーンについてはパイプラインモデルと呼ばれることもある（van Alstyne et. Al、

2016）。 
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図１：プラットフォームの概念図 

出所）van Alstyne et. al（2016）を基に筆者作成。 

 

プラットフォームモデルの急成長性、あるいはスケーラビリティ（システムやネットワ

ークなどの拡張可能性）は生産者や消費者といった構成要素に存在するネットワーク効果

による。このネットワーク効果は直接的ネットワーク効果と間接的ネットワーク効果に分

類される（Gawer and Cusumano、2013）。 

直接的ネットワーク効果とは、主に消費者サイドにおいて、消費者数が増えれば増える

ほど、プラットフォームの価値が高まり、それによってより大きな消費者群を引き付ける

という効果である。直接効果の代表的事例は Facebook などの SNS サイトや通信サービス

などの見られる古典的なネットワーク効果であるが、ユーザーが多いほど個々のユーザー

の便益が上がる。それによって更に多くのユーザーを集めるというポジティブフィードバ

ックが働く。 

一方で、間接的ネットワーク効果は、プラットフォームが媒介している生産者サイドと

顧客サイドの相互作用によって生じるものである。スマートフォンのプラットフォームに

おいては多様なアプリを利用することが可能であるが、消費者サイド（スマートフォンユ

ーザー）から見ると多くのアプリを抱えているプラットフォームがより魅力的である。こ

れが多くのアプリ開発業者を集めて、スマートフォンプラットフォームとしての効能が高

まり、更に多くの顧客を集めるというフィードバックループが働いている。 

元橋（2020）ではこれらのネットワーク効果の有無によって、様々なデジタルプラット

フォームを３つのタイプに分類した。つまり、スマートフォン用 OS のように直接的プラ

ットフォームと間接的プラットフォームの両者が見られるもの（タイプ１）、例えば ERP

（Enterprise Resource Planning）ソフト（例えば SAP）にみられる生産者サイドのエコシス

テムにように間接的プラットフォームのみが存在し、直接的ネットワークが見られないも

の（タイプ２）、生産機器メーカーの IoT アプリケーション（例えばコマツの KOMTRAX）

にみられる直接的ネットワークのみが存在するもの（タイプ３）である（図２）。 
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図２：プラットフォームの類型 

出所）筆者作成。 

 

タイプ１に分類されるスマートフォンについて説明に多言を要しないと思うが、消費者

が消費者を生む直接的ネットワークに、より多くの消費者がプラットフォームの価値を高

め、より多くの生産者を呼び込み、アプリの多様性によってより多くの消費者の利用が見

込まれる間接的ネットワーク効果が加わり、大きな成長性・スケーラビリティが見込まれ

る。その結果として GAFA や BAT は急成長してきたのである。 

タイプ２の事例としては、SAP による ERP（Enterprise Resource Planning）システム上に

アプリケーションを開発するソフトウェア会社を集めたパートナーシッププログラムを挙

げることができる（Ceccagnoli et. al, 2002）。ERP は生産、調達、財務・会計、人事といっ

た企業内の様々な業務を統合的に管理することを可能とする基幹ソフトであるが、企業の

業態や規模によって多数のオプションが存在する。細かなアプリケーションのすべてを

SAP が自前で開発するのではなく、サードパーティが開発したものも同社のシステムとし

て統合的に提供するものである。この生産者サイドのエコシステムを作り上げるために、

SAP はサードパーティに対して SDK（System Development Kit）を提供している。同様のプ

ログラムは Microsoft（Azure テクノロジーパートナー）や IBM（IBM クラウドパートナー）

などにも存在する。これらの生産者プラットフォームにおいては、それぞれの提供者によ

るプラットフォーム上にエコシステムが形成されることで、、そのユーザーにとってのソ

フトウェア価値が高まり、逆にユーザーベースの拡大はパートナーが参画するインセンテ

ィブとして働く、間接的ネットワーク効果が見られる。しかし、ユーザー企業が増えるこ

と自体がユーザー価値を高めるというといった直接的ネットワーク効果は見られない。 

タイプ３の事例としては、建設機械メーカーであるコマツの KOMTRAX を挙げること

ができ、このシステムにおいてはセンサーデータを利用した建設機械に付随する各種付加

価値サービスが実装されている。具体的には、建設機械を使用する際に P（パワー）モー
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ドと E（エコノミー）モードがあり、個々のユーザーの機器使用状況に応じて省エネに誘

導するためにこれらのモードをどう使い分ければ良いかなどの提案が表示される（絹川等、

2015）。ユーザー数が増えて、利用状況に関するデータが増えれば増えるほど、精度が高い

多様な付加価値サービスの提供が可能となる（直接的ネットワーク効果）。しかし、これら

のシステムの作りこみは基本的にコマツが完全にコントロールする形態で行っており、生

産者サイドにはプラットフォーム機能は見当たらない。従って、消費者（機器ユーザー）

サイドのみのプラットフォームモデルといえる。 

 

３．製造業におけるタイプ１プラットフォームの可能性 

ここではまず、「B2C インターネットプラットフォーマーは既存製造業の産業構造の破

壊的イノベーターとなりうるのか？」について検討したい。この問題は、電子商取引やイ

ンターネット広告によって急成長した GAFA などが、自動車産業や建設機械等の製造業に

おいてタイプ１プラットフォーマーとしてのビジネスを構築できるか、と言い換えること

ができる。ここで注目したいのは、コマツの KOMTRAX をはじめとして、GE や Siemens

などが提供する IoT ソリューションビジネス等、製造業者においてタイプ３プラットフォ

ームが構築されてきている点である。従って、タイプ３プラットフォーマーがタイプ 1 に

転換できるかという問題とも捉えることができる。 

後者の問題について興味深い事例として GE の Predix を挙げることができる。Predix は

GE が強みとしてきたジェットエンジン、風力発電機器などにおけるデータ活用モデル（モ

デル３）を、その他の産業用機器全体に横展開しようという試みである（経団連 21 世紀研

究所、2017）。そのため GE データという製造業におけるデータビジネスに関する部門を立

ち上げ、Industrial Internet Consortium（IIC）という標準化活動をリードしてきた。様々な産

業用アプリケーションをそろえるタイプ 1 型のプラットフォームを目指してきたが、最終

的にはデータ事業を縮小し、従来型の個別機器ごとの戦略（タイプ３）に後退させる決定

をした。 

インターネットプラットフォーマーが対象とする B2C ビジネスと産業用 IoT アプリケ

ーションの違いを明確にするために、タイプ３プラットフォームの直接的ネットワーク効

果についてより詳細な検討を加える。コマツが開発した機械情報を遠隔で確認するための

システム KOMTRAX や GE の風力発電機器・ジェットエンジン向けアプリケーションなど

においてポイントとなるのはユーザーからの IoT データ収集とそれを活用した付加価値サ

ービスの提供である。コマツが提供する付加価値サービスは、建設機械における GPS によ

る盗難防止機能に始まり、各種センサーを付加することによって CBM（Conditional Based 

Maintenance）や省エネ運転システム等に広がった。つまり、単純にユーザー数が増えるこ

とによる直接的ネットワーク効果とは異なり、個々のユーザーから得られるデータ量や質、

その種類に加えて、データを加工しユーザー価値を高めるサービスに展開できるデータ活

用能力（AI 能力）がネットワーク効果の源泉となっている。 
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このデータネットワーク効果とも呼べるデジタルプラットフォームに特徴的なネット

ワーク効果（Gregory et. al、2021）はタイプ１プラットフォームにも見られる。Amazon の

電子商取引、グーグルや Facebook の広告ビジネス等は膨大な個人データをそれぞれが有す

る AI 能力を駆使することで実現している。また、プラットフォームにおけるデータの生

産者と消費者が同一である点でも IoT プラットフォームと共通である（電子商取引の購買

履歴・SNS 投稿については個人ユーザー、IoT プラットフォームについては機器ユーザー）。

しかし、データがヒトによるものか、モノによるものなのかという点が決定的に異なる。

ヒトはそれぞれが意思を持って日々行動し、情報の生産、消費を行っている。従って、ヒ

トのデータは根源的に Generative なものであり、ビジネス価値の面から普遍性が高い。従

って、データの適用範囲は広く、またその Generative な特性からデータ所有者が抱え込む

のではなく、ある程度公開して新たな活用方法を探索する誘因が働く。従って、データプ

ラットフォーム上にデータを活用するためのエコシステムを構築する動きも起きやすい。

結果として、データネットワーク効果が強く働き、更に間接的ネットワーク効果と相まっ

て、大きなスケーラビリティ、成長性が実現できるのである。 

一方で、IoT プリケーションにみられるモノのデータは、特定の用途を想定して設計、

製造されたモノの特性により、ヒトのデータにみられる Generativity が制約を受ける。建設

機械は建設現場用途、ジェットエンジンは飛行機エンジン用途というように、それぞれの

用途が存在するので、ユーザーにおける利用範囲は限定的である。また、モノは意思を持

たないので、データ収集においてはモノの設計時に利用目的を想定し、各種センサーの配

備をメーカーにおいて行う必要がある。更に、データに基づく付加価値サービスは機器と

一体で提供する必要があり、データのビジネス価値の発展性の面でも機器側の制約を受け

る。このように、タイプ３の IoT プラットフォームのデータネットワーク効果は相対的に

小さく、またサービス供給（生産者サイド）において他社を巻き込んだエコシステムを構

築する誘因は小さい。GE のように PREDIX 上に他社の参画を呼び掛けても、機器それぞ

れの提供分野で閉じた世界で展開することが合理的であり、プラットフォームから得られ

るメリットを享受しにくい特性がある。更に、タイプ１の B2C インターネットプラットフ

ォーマーが産業用アプリケーションへの展開を行うためには、特定機器のノウハウやドメ

イン知識が必要となる。しかし、製造業におけるノウハウは技術蓄積が必要な分野であり

容易ではない。従って、製造業におけるタイプ 1 プラットフォームの可能性については、

その可能性がないとは言い切れないものの、非常に困難であることは確かである。 

 
４．製造業のサービス化と産業変革の可能性 

モノづくりのデジタル化は、顧客に対する製品供給とあわせて、付加的サービスを加え

て顧客価値の向上、他社との競合優位を築くことが可能とする（Vandermerwe and Rada、

1988）。この製造業のサービス化（Servitization）は製造業における競争戦略として重要であ

る一方、個々の顧客への過度のカスタム化はコスト上昇を招き、いわゆるサービス化のパ
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ラドックスといった状況を引き起こす。デジタル技術を活用したプラットフォーム化、す

なわちサービス設計のモジュール化による共通的な資源（プラットフォーム部分）と個別

カスタム化要素の切り分け、は付加サービスの提供にあたっての生産性上昇の切り札とな

る（Crenamore et. al、2017）。前述したコマツや GE の顧客利用データを活用した付加価値

サービスは、このデジタル付加価値サービスの典型的な事例といえる。 

製造業のサービス化に関するより上位概念のコンセプトとしては、モノ中心モデルから

サービスモデルへの転換がある（元橋、2014）。これはマーケティングにおけるサービスド

ミナントデザインに基づく考え方で、製品の提供でとどまるのではなく、製品によって得

られる顧客の便益に着目し、製品・サービスイノベーション戦略の再検討を行うものであ

る（Product Push から Value Proposition への転換）。コマツはスマートコンストラクション

として、建設業における測量、土質調査、建設計画の策定、土木作業といった一連のプロ

セスを効率化するサービスに乗り出している。コマツの建設機器ユーザーは、機器を用い

た土木作業を目的として購入判断を行う。従って、コマツとしては、機器販売にとどまら

ず、顧客に対する提供価値（Proposed Value）を最大化することを目指してこのサービス設

計を行ったものである。 

この製造業のサービス化は、業界構造変革の引き金になり、既存プレイヤーに対する破

壊的イノベーションとして作用する可能性がある。MaaS（Mobility as a Service）台頭によ

る自動車業界や鉄道運輸サービス業界に及ぼす影響がその典型的な事例といえる。そこで、

２番目の課題として設定した「製造業のデジタルサービタイゼーション（例えば、自動車

産業からモビリティサービスへの転換）に見られる構造変化に対して既存企業はどのよう

な戦略を取るべきか」について検討したい。 

まず、当然のこととして、自社がおかれている事業環境、特に自社が提供する顧客価値

の観点から新たなサービスの可能性、その際に想定される競争環境についての分析が必要

である。デジタル化が加速によって従来型ビジネスの破壊（Disruption）をもたらした事例

としては、デジタルプロダクト（新聞広告→インターネット広告、ビデオレンタル→ビデ

オ・オンラインオンデマンドサービス等）やシェアリングエコノミー（タクシー→Ride 

Hailing サービス、ホテル→民泊事業、等）に関するものが多い（McAfee and Brynjolfsson、

2017）。一方で、産業財にみられるスマートコンストラクションやスマートビルディングは、

建設機械メーカーや空調機器メーカーといった既存企業による事業展開のケースが多い。

いずれにしても他業界からの破壊的イノベーションは突然起こるものではなく、必ずその

予兆があるものである。 

現状においてその予兆が見当たらない、あるいは予兆は見られるものの自社にとって大

きな脅威となっていない場合は、顧客価値の観点から自らデジタルサービス事業を展開し、

異業種も含めた他社に対する競争優位を構築することが重要である。その際に重要となる

のはエコシステム戦略である。新しいデジタルサービスは補完的な製品・サービス提供事

業者とのウィンウィンの協力（エコシステム）関係を構築し、スピード感を持って競争優
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位を構築することが重要である（アドナー、2013）。一方で、自動車産業のようにその予兆

が見られる場合においてもエコシステム戦略は重要であるが、将来的なエコシステムの広

がりを想定しながら、その中での自社の立ち位置を明確にすることが必要になる。ビジネ

スエコシステムにおいてはリーダー的な企業（キーストーン）とサブ企業（ニッチ）の役

割分担が見られるが（Iansiti and Levine、2004）、市場が明確になっていないイノベーショ

ンエコシステムにおいては、このような役割分担が不明確で、様々な企業と多種多様な連

携形態がありうる。従って、シナリオ分析を行うことで状況の変化に対して、タイムリー

で適切な対応をとる準備をしておくことが肝要である。その際に注意しないといけないの

は、ネットワーク効果の存在である。エコシステム競争が行われている初期段階では大き

なネットワーク効果は現れない。しかし、一つのエコシステムの様々なプレイヤー、経営

資源が集中すると大きなネットワーク効果を持ち、業界構造の激変を招く。そのため必要

な措置をタイムリーに打ち出すことができる経営戦略の柔軟性が要求される。 

 
５．まとめ 

本稿においては、AI/IoT/ビッグデータによる経済のデジタル化の進行が製造業に与える

影響について、プラットフォーム理論をベースに検討してきた。GAFA や BAT といった

B2C インターネットプラットフォーマーの台頭によって、日本が競争力を有する製造業が

危機にさらされているという見方がある。ただし、IoT アプリケーションを中心に進む製

造業においてデジタルサービスの展開は、機器と一体的な付加価値サービスの展開や機器

利用者の顧客価値向上のための統合サービスの提供として進み、業界におけるドメイン知

識が重要である。従って、B2C インターネットプラットフォーマーの脅威はそれほど大き

いものになっていない。なお、MaaS や自動運転等の市場として現状では立ち上がってい

ないサービスが将来的に自動車産業に与える影響は無視できないが、自動車メーカー等の

既存企業への影響は、個々の企業の今後のエコシステム戦略にかかってるといえるであろ

う。電気自動車の導入が進むことで、製品技術に対する参入障壁は下がるが、既存企業は

製品技術において大きな競争優位を有しており、今後のエコシステム戦略の展開において

有利な立場に立っていることは間違いない。 
日本企業において懸念材料があるとすれば、これまで自前主義のモノ中心モデルで成功

してきた戦略的な慣性によって、デジタル化による業界構造の変革に追いついていけない

リスクであろう。大企業中心の自前主義モデルが特徴的であった日本のイノベーションシ

ステムの改革は進んでいる。しかし、欧米をはじめ、韓国や中国といった周辺諸国におい

て、デジタル経済の台頭とともに進行するプラットフォームやエコシステムモデルの対応

した柔軟な企業戦略が浸透する中でそのスピードは遅い。デジタル経済の進行で、グロー

バル競争環境が変化スピードが速まる中で、日本企業においても柔軟かつ適切な対応が求

められている。 
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